【様式７】提出書類一覧（既設法人用）
　　提出日：　　　　　　年　　　月　　　日
法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	番号
	提出書類
	提出に当たっての注意事項
	提出
確認

	
	全体の目次
	
	

	
	項目ごとのページ
	
	

	(１)
	応募申請書

及び事業計画概要書【様式１】
	
	

	(２)
	付表【様式２】
	□サービスごとに提出すること

□「従業者の職種・員数」のうち、兼務については、その内訳が分かる説明資料も提出すること
	

	(３)
	定款又は寄附行為
	□最新のものであり、原本ではない場合、原本　　証明をすること
	

	(４)
	法人の登記簿謄本及び印鑑登録証明書
	□応募申込日前２か月以内に発行されたもの
□登記簿謄本は、履歴事項全部証明書であること
	

	(５)～(７)
	代表予定者の経歴

設立代表者の権限を証する書類

役員就任予定者の経歴
	※既設法人の場合は不要です。
	

	(８)
	納税証明書
	□法人税分、源泉所得税及び復興特別所得税、消費税分及び地方消費税分、法人府民税分及び法人事業税・地方法人特別税分、法人市民税分について、未納の税額がないことの証明

□やむを得ず上記の書類を提出できない場合は、その旨の申立を提出
□応募申込日前２か月以内に発行されたもの
	

	(９)
	法人の概要

ア　事業経歴・実績【様式任意】
	
	

	
	イ　法人の基本的事項

代表者の経歴

役員名簿【様式任意】
	
	

	
	ウ　法人の概要
	※ パンフレット等で可
	

	
	エ　現在運営している施設又は事業に関する資料【様式任意】
	
	

	
	オ　法人の就業状況報告書

【様式３】
	
	

	
	カ　法人の組織図
	
	

	
	キ　理事会等議事録
	□本公募への応募、土地の取得など法人としての意思決定が確認できること
	

	
	ク　法人の就業規則、雇用契約書又は労働条件通知書の雛形
	□給与規程、給与表、育児・介護関連規定等の関連書類に漏れがないこと
	

	(10)
	事業提案書【様式４】
	□総ページ数が15ページ以内であること
	


	番号
	提出書類
	提出に当たっての注意事項
	提出確認

	(11)
	資金計画書

（施設整備に係る資金計画が　分かるもの）【様式任意】
	□吹田市地域密着型サービス等に係る施設整備等補助金の交付を希望する場合は、補助金が交付されるものと仮定して作成すること

□複数サービス併設での応募の場合は、全体の計画書とサービスごとの計画書を提出すること

□複数サービス併設で応募する場合で、単独で選定されても整備する意向があるときは、単独整備の計画書も合わせて提出すること
	

	
	預金残高証明書

及び預金残高を合計した金額を記したもの【様式任意】
	□直近のもの
	

	
	寄附金を予定している場合
	□贈与契約（確約）書

□寄附予定者の身分証明書

□寄付予定者の印鑑登録証明書
□寄附金額を証明できる書類

（所得証明書、資産証明書、預金残高証明書等）
	

	(12)
	事業所の収支見込書

【参考様式有】
	□令和4年度から5年間の経営シミュレーションを作成すること

□新規事業、既存事業（既設法人のみ）、法人合計（既設法人のみ。新規事業と既存事業の合計）を区分して作成すること

□新規事業については、合築により複数サービスとなる場合は、全体の見込書とサービスごとの5年間の見込書を提出すること

□複数サービス併設で応募する場合、単独で選定されても整備する意向があるときは、単独整備との法人合計分の見込書も合わせて提出すること
	

	
	介護報酬の積算根拠
【参考様式有】
	
	

	
	法人の財務状況報告書【様式５】
	
	

	(13)
	法人の今年度の収支予算書

【様式任意】
	□社会福祉法人：資金活動収支予算書と事業活動収支予算書

□株式会社等：損益予算書とキャッシュフロー予算書（資金繰り表でも可）
	

	
	事業計画書【様式任意】
	
	

	(14)
	法人の前年度の収支決算書

【様式任意】
	□社会福祉法人：資金活動収支決算書及び事業活動収支決算書、貸借対照表

□株式会社等：損益計算書及びキャッシュフロー計算書（資金繰り実績表でも可）、貸借対照表
	

	
	事業報告書【様式任意】
	
	


	番号
	提出書類
	提出に当たっての注意事項
	提出確認

	(15)
	事業スケジュール
	開設までの日程表【様式任意】
	

	(16)
(注1)
	現況図
	
	

	
	配置図
	
	

	
	平面図
	□各階各室の室名、内法による有効面積、廊下幅、手すり等を記入
□専有部分と共有部分がわかるように記載
	

	
	立面図
	
	

	
	地積測量図
	□地積測量図が存在しない場合には、簡易測量図で可
	

	
	地籍図（公図）
	
	

	(17)
(注1)
	近隣の住宅地図
	□周辺の状況が分かるもの
	

	
	現況写真
	□周辺の状況が分かるもの
	

	(18)
(注1)
	土地・建物の登記簿謄本
	□応募申込日前２か月以内に発行されたもの

□自己所有の場合は、登記簿謄本のみ
□登記簿謄本は履歴事項全部証明書であること
	

	
	売買契約書又は売主の確約書
	※購入の場合
	

	
	賃貸借契約書又は貸主の確約書
	※賃借の場合
	

	(19)
	誓約書【様式６】
	
	


注1 本市が指定する府有地における整備の場合は、（16）～（18）のうち、土地に関する書類は提出不要です。
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